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本物質は、第 5 次とりまとめにおいて、環境リスク初期評価結果を公表しているが、環境実測

データ及び生態毒性について新たな知見が得られ、評価の判定が変更となる可能性があったため、

再度評価を行った。 

 

１．物質に関する基本的事項  
 

（1）分子式・分子量・構造式 

物質名： 2-アミノエタノール 
（別の呼称：モノエタノールアミン、2-ヒドロキシエチルアミン） 
CAS 番号：141-43-5 
化審法官報公示整理番号：2-301 
化管法政令番号*：1-20 
RTECS 番号：KJ5775000 
分子式：C2H7NO 
分子量：61.10 
換算係数：1 ppm = 2.50 mg/m3 (気体、25℃) 
構造式： 
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*注：化管法対象物質の見直し後の政令番号（平成 21 年 10 月 1 日施行） 
 

（2）物理化学的性状 

本物質は無色透明の液体である1)。 
融点 10.5℃2)、10.3℃3),4)、11℃5) 

沸点 171℃(760 mmHg)2)、170.8℃(760 mmHg)3)、170.8℃4)、

172℃5) 

密度 1.0180 g/cm3 (20℃)2)  

蒸気圧 
0.404 mmHg (=53.9 Pa) (25℃)4)、 
0.4 mmHg (=53 Pa) (20℃)5)、 
0.44 mmHg (=58 Pa) (27℃)5) 

1-ｵｸﾀﾉｰﾙ/水分配係数(log Kow) -1.31(19℃)6)、-1.315)、-1.915) 

解離定数(pKa) 9.50 (25℃)2)、9.4 (25℃)3)、9.504) 

水溶性(水溶解度) 自由混和2),3),4),5) 
 

（3）環境運命に関する基礎的事項 

本物質の分解性は次のとおりである。 

生物分解性 

好気的分解（分解性の良好な物質7)） 

分解率：BOD(NH3) 83%、TOC 96%、HPLC 100%（試験期間：2 週間、被験物質 
濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L）8) 

 

［1］2-アミノエタノール  



1 2-アミノエタノール 

 2

化学分解性 

OH ラジカルとの反応性（大気中） 

反応速度定数：36×10-12 cm3/(分子･sec)（AOPWIN9)により計算） 
半減期：1.8～18 時間（OH ラジカル濃度を 3×106～3×105分子/cm3 10)と仮定し計算）

 
生物濃縮性 
 生物濃縮係数(BCF)：3.2（BCFBAF11)により計算） 
 
土壌吸着性 

 土壌吸着定数(Koc)：1.2（KOCWIN12)により計算） 
 

 

（4）製造輸入量等及び用途 

① 生産量・輸入量等 

「化学物質の製造・輸入量に関する実態調査」によると、本物質の平成 13 年度、平成 16 年

度及び平成 19 年度における製造（出荷）及び輸入量は、すべての年度において 10,000～100,000t/
年未満である13), 14), 15)。本物質の化学物質排出把握管理促進法（化管法）における製造・輸入量

区分は、100t 以上である16)。OECD に報告している本物質の生産量は 10,000～100,000t/年未満、

輸入量は 1,000～10,000t/年未満である。 
モノアミノエタノール、ジアミノエタノール、トリアミノエタノールの合計値としての生産

量17)、モノエタノールアミン及びその塩の合計値としての輸出量18)・輸入量18)の推移を表 1.1 に

示す。なお、一般環境大気の環境実測データが得られた平成 6 年（1994 年）の生産量は、約

45,000t とされ19)、モノエタノールアミン及びその塩としての輸入量18)、輸出量18)は、それぞれ

1,821t、5,179t である。 

 
表 1.1 生産量・輸出量・輸入量の推移 

平成（年） 12 13 14 15 16 

生産量（t）a) 約 43,000 約 43,000 約 43,000 約 43,000 約 43,000 

輸出量（t）b),c) 3,925 6,518 5,554 5,003 6,091 

輸入量（t）b) ,c) 2,714 2,454 2,183 2,411 1,629 

平成（年） 17 18 19 20 21 

生産量（t）a) 約 43,000 約 43,000 約 43,000 約 43,000 約 43,000 

輸出量（t）b) ,c) 8,068 4,968 3,416 1,811 2,351 

輸入量（t）b) ,c) 1,223 1,187 1,910 3,245 3,436 
注： a) モノアミノエタノール、ジアミノエタノール、トリアミノエタノールの合計値を示す 

b) 普通貿易統計[少額貨物(1 品目が 20 万円以下)、見本品等を除く]品別国別表より集計 
c) モノエタノールアミン及びその塩の合計値を示す 
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② 用 途 

本物質の主な用途は、洗剤や洗浄剤の中和剤、金属腐食防止剤、農薬の溶剤、ガス吸収剤（二

酸化炭素・二硫化炭素の除去）、パーマ液・毛染め剤の pH 調整剤、エチレンイミンやタウリン

などの他の化学物質の原料である1)。 

 
（5）環境施策上の位置付け 

本物質は化学物質排出把握管理促進法第一種指定化学物質（政令番号:20）に指定されている。

また、本物質は水環境保全に向けた取組のための要調査項目及び水生生物保全に係る水質目標を

優先的に検討すべき物質に選定されている。 
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２．ばく露評価 

環境リスクの初期評価のため、わが国の一般的な国民の健康や水生生物の生存・生育を確保す

る観点から、実測データをもとに基本的には化学物質の環境からのばく露を中心に評価すること

とし、データの信頼性を確認した上で安全側に立った評価の観点から原則として最大濃度により

評価を行っている。 

 
（1）環境中への排出量 

本物質は化管法の第一種指定化学物質である。同法に基づき公表された、平成 20 年度の届出排

出量1)、届出外排出量対象業種・非対象業種・家庭・移動体2), 3)から集計した排出量等を表 2.1 に示

す。なお、届出外排出量移動体の推計はなされていなかった。 

 
表 2.1 化管法に基づく排出量及び移動量（PRTR データ）の集計結果（平成 20 年度） 

大気 公共用水域 土壌 埋立 下水道 廃棄物移動 対象業種 非対象業種 家庭 移動体

全排出・移動量 50,217 25,318 0 0 99,917 3,052,967 675,303 91,504 1,074,460 - 75,535 1,841,267 1,916,802

２－アミノエタノール

業種等別排出量(割合) 50,217 25,318 0 0 99,917 3,052,967 675,303 91,504 1,074,460 0

650,765 届出 届出外

(96.4%) 4% 96%

24,925 8,106 0 0 85,730 2,411,883 5,248

(49.6%) (32.0%) (85.8%) (79.0%) (0.8%)

19,392 4,114 0 0 2,542 488,028 1,254

(38.6%) (16.3%) (2.5%) (16.0%) (0.2%)

149 3,188 0 0 2,600 17,626 7,201

(0.3%) (12.6%) (2.6%) (0.6%) (1.1%)

2,693 26 0 0 374 25,550 6,522

(5.4%) (0.1%) (0.4%) (0.8%) (1.0%)

3 7,503 0 0 4,800 26,390

(0.005%) (29.6%) (4.8%) (0.9%)

1,511 150 0 0 50 700 1,539

(3.0%) (0.6%) (0.05%) (0.02%) (0.2%)

1,410 1,454 0 0 0 670

(2.8%) (5.7%) (0.02%)

0 341 0 0 2,100 4,718 1,845

(1.3%) (2.1%) (0.2%) (0.3%)

805

(0.1%)

0 380 0 0 0 280

(1.5%) (0.009%)

14 0 0 0 400 1,400 118

(0.03%) (0.4%) (0.05%) (0.02%)

110 0 0 0 0 1,590

(0.2%) (0.05%)

5 52 0 0 0 3,400

(0.01%) (0.2%) (0.1%)

6

(0.0009%)

5 0 0 0 159 54,006

(0.01%) (0.2%) (1.8%)

0 3 0 0 0.2 160

(0.01%) (0.0002%) (0.005%)

0.5 0 0 0 62 0

(0.0010%) (0.06%)

0 0.2 0 0 0 2

(0.0008%) (0.00005%)

0 0 0 0 0 13,720

(0.4%)

0 0 0 0 0 1,757

(0.06%)

0 0 0 0 1,100 0

(1.1%)

0 0 0 0 0 988

(0.03%)

0 0 0 0 0 100

(0.003%)

91,504 1,074,460

(100%) (100%)

鉄道業

衣服・その他の
繊維製品製造業

プラスチック製品
製造業

洗浄剤・化粧品等

木材・木製品製造業

電気計測器製造業

電気業

医療用機械器具
・医療用品製造業

電子応用装置製造業

高等教育機関

ゴム製品製造業

医薬品製造業

精密機械器具製造業

繊維工業

自然科学研究所

窯業・土石製品
製造業

石油製品・石炭製品
製造業

パルプ・紙・紙加工品
製造業

鉄鋼業

金属製品製造業

電気機械器具製造業

化学工業

輸送用機械器具
製造業

一般機械器具製造業

届出外
排出量

合計

総排出量の構成比(%)

下水道業

排出量　　(kg/年) 移動量　　(kg/年) 排出量　　(kg/年) 届出
排出量

届出 届出外　　(国による推計) 総排出量　　(kg/年)
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本物質の平成 20 年度における環境中への総排出量は、約 1,900t となり、そのうち届出排出量は

約 76t で全体の 4%であった。届出排出量のうち 50t が大気へ、25t が公共用水域へ排出されるとし

ており、大気への排出量が多い。この他に下水道への移動量が約 100t、廃棄物への移動量が約 3,100t
であった。届出排出量の主な排出源は、大気への排出が多い業種は電気機械器具製造業（50%）、

化学工業（39%）であり、公共用水域への排出が多い業種は、電気機械器具製造業（32%）、石油

製品・石炭製品製造業（30%）、化学工業（16%）であった。 
表 2.1 に示したように PRTR データでは、届出排出量は媒体別に報告されているが、届出外排出

量の推定は媒体別には行われていないため、届出外排出量の媒体別配分は届出排出量の割合及び

「平成 20 年度 PRTR 届出外排出量の推計方法等の詳細」をもとに行った。届出排出量と届出外排

出量を媒体別に合計したものを表 2.2 に示す。 
 

表 2.2 環境中への推定排出量 

媒 体 推定排出量(kg) 

大 気 
水 域 
土 壌 

66,530   
1,850,271   

0  

 

（2）媒体別分配割合の予測 

本物質の環境中の媒体別分配割合を、表 2.1 に示した環境中への推定排出量と下水道への移動

量を基に USES3.0 をベースに日本固有のパラメータを組み込んだ Mackay-Type Level III 多媒体モ

デル4)を用いて予測した。予測の対象地域は、平成 20 年度に環境中及び公共用水域への排出量が

最大であった愛知県（公共用水域への推定排出量 113t、大気への推定排出量 1.8t)及び大気への排

出量が最大であった三重県（公共用水域への推定排出量 41t、大気への推定排出量 18t）とした。

予測結果を表 2.3 に示す。 

 
表 2.3 媒体別分配割合の予測結果 

分配割合(%) 
上段：排出量が最大の媒体、下段：予測の対象地域 
環境中 大 気 公共用水域 媒 体 

愛知県 三重県 愛知県 
大 気 0.0 0.2 0.0 

水 域 99.0 95.1 99.0 

土 壌 0.2 4.0 0.2 

底 質 0.8 0.7 0.8 

注：数値は環境中で各媒体別に最終的に分配される割合を質量比として示したもの 

 
 

（3）各媒体中の存在量の概要 

本物質の環境中等の濃度について情報の整理を行った。媒体ごとにデータの信頼性が確認され

た調査例のうち、より広範囲の地域で調査が実施されたものを抽出した結果を表 2.4 に示す。 
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表 2.4 各媒体中の存在状況 
幾何 算術 検出 

媒 体 
平均値 a) 平均値

最小値 最大値 a)

下限値 b) 検出率 調査地域 測定年度 文 献

                      

一般環境大気  µg/m3 <0.012 <0.012 <0.012 0.063 0.012 4/17 全 国 1994 5) 
                      
室内空気 µg/m3                   
                      
食物 µg/g                   
                      
飲料水 µg/L                   
                      
地下水 µg/L <0.17 <0.17 <0.17 <0.17 0.17 0/7 全 国 2006  6) 
                      
土壌 µg/g                   
                      
公共用水域・淡水  µg/L <1 1.1 <1 3 1 11/31 栃木県 2007 7) 
  <0.17 0.18 <0.17 1.8 0.17 12/54 全 国 2006 6) 
  0.22 0.47 < 0.17 3.5 0.17 23/47 全 国 2001 8) 
  < 0.5 0.55 < 0.5 1.8 0.5 7/23 全 国 1994 5) 
           

公共用水域・海水 µg/L <0.17 <0.17 <0.17 <0.17 0.17 0/17 全 国 2006 6) 
  < 0.17 < 0.17 < 0.17 < 0.17 0.17 0/3 全 国 2001 8) 
  < 0.5 < 0.5 < 0.5 0.83 0.5 1/29 全 国 1994 5) 
             

底質(公共用水域・淡水) µg/g 0.021 0.051 < 0.01 0.37 0.01 13/22 全 国 1994 5) 
                      

底質(公共用水域・海水) µg/g 0.022 0.086 < 0.01 0.75 0.01 17/28 全 国 1994 5) 
           

注：a) 最大値または幾何平均値の欄の太字で示した数字は、ばく露の推定に用いた値を示す 
    b) 検出下限値の欄の斜体で示されている値は、定量下限値として報告されている値を示す 
 
 
（4）人に対するばく露量の推定（一日ばく露量の予測最大量） 

一般環境大気、地下水及び公共用水域淡水の実測値を用いて、人に対するばく露の推定を行っ

た（表 2.5）。化学物質の人による一日ばく露量の算出に際しては、人の一日の呼吸量、飲水量及

び食事量をそれぞれ 15 m3、2 L 及び 2,000 g と仮定し、体重を 50 kg と仮定している。 

 
表 2.5 各媒体中の濃度と一日ばく露量 

  媒 体 濃 度 一 日 ば く 露 量 
  大気   

  一般環境大気 過去のデータではあるが 0.012 µg/m3 未

満程度（1994） 
過 去 の デ ー タ で は あ る が 0.0036 
µg/kg/day 未満程度 

 室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 

平     

  水質   

  飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 
 地下水 0.17 µg/L 未満程度（2006） 0.0068 µg/kg/day 未満程度 

均 公共用水域・淡水 0.17 µg/L 未満程度（2006）（限られた地

域で 1 µg/L 未満の報告がある(2007)） 
0.0068 µg/kg/day 未満程度（限られた地域

で 0.04 µg/kg/day 未満の報告がある） 
  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
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  媒 体 濃 度 一 日 ば く 露 量 
  大気   

  一般環境大気 過去のデータではあるが 0.063 µg/m3 程

度（1994） 
過去のデータではあるが 0.019 µg/kg/day
程度 

  室内空気 データは得られなかった データは得られなかった 
     

最 水質   

 飲料水 データは得られなかった データは得られなかった 

大 地下水 0.17 µg/L 未満程度（2006） 0.0068 µg/kg/day 未満程度 
 公共用水域・淡水 1.8 µg/L 程度（2006）（限られた地域で 3 

µg/L の報告がある(2007)） 
0.072 µg/kg/day 程度（限られた地域で

0.12 µg/kg/day の報告がある） 
値     

  食 物 データは得られなかった データは得られなかった 
  土 壌 データは得られなかった データは得られなかった 
        

 
 

人の一日ばく露量の集計結果を表 2.6 に示す。 
吸入ばく露の予測最大ばく露濃度を設定できるデータは得られなかった。なお、過去のデータ

ではあるが一般環境大気のデータは 0.063 µg/m3程度となった。一方、化管法に基づく平成 20 年

度の大気への届出排出量をもとに、プルーム・パフモデル9)を用いて推定した大気中濃度の年平均

値は、最大で 3.9 µg/m3となった。 
経口ばく露の予測最大ばく露量は、地下水のデータから算定すると 0.0068 µg/kg/day 未満程度、

公共用水域淡水のデータから算定すると 0.072 µg/kg/day 程度であった。本物質の経口ばく露の予

測最大ばく露量は、0.072 µg/kg/day 程度を採用する。なお、限られた地域を調査対象とした環境

調査による公共用水域淡水のデータから算定した経口ばく露量は、0.12 µg/kg/day 程度となった。

一方、化管法に基づく平成 20 年度の公共用水域淡水への届出排出量を全国河道構造データベース
10)の平水流量で除し、希釈のみを考慮した河川中濃度を推定すると、最大値で 220 μg/L となった。

推定した河川中濃度を用いて経口ばく露量を算出すると 8.8 µg/kg/day となった。魚類中濃度の推

定値を用いて経口ばく露量を推定した結果、本物質は環境媒体から食物経由で摂取されるばく露

量は少ないと考えられる。 
 

表 2.6 人の一日ばく露量 

 媒 体   平均ばく露量（μg/kg/day） 予測最大ばく露量（μg/kg/day）

大 気  一般環境大気 （過去のデータではあるが 0.0036）（過去のデータではあるが 0.019）
   室内空気   

   飲料水   

水 質  地下水 (0.0068) (0.0068) 

   公共用水域・淡水 
0.0068 

（限られた地域で 0.04） 
0.072 

（限られた地域で 0.12） 
 食 物     

 土 壌     

 経口ばく露量合計 0.0068 0.072 

 参考値 1 （0.04） （0.12） 

 総ばく露量 0.0068 0.072 

 参考値 1 （0.04） （0.12） 

 参考値 2 （0.0104） （0.091） 
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 媒 体   平均ばく露量（μg/kg/day） 予測最大ばく露量（μg/kg/day）

 参考値 3 （0.0436） （0.139） 
注：1）アンダーラインを付した値は、ばく露量が「検出(定量)下限値未満」とされたものであることを示す 

2）（ ）内の数字は、ばく露量合計の算出に用いていない 
3）参考値 1 は、公共用水域・淡水に限られた地域のデータを用いた場合を示す 
4）参考値 2 は、一般環境大気に過去のデータを用いた場合を示す 
5）参考値 3 は、公共用水域・淡水に限られた地域のデータ及び一般環境大気に過去のデータを用いた場合を示す 

 

 

（5）水生生物に対するばく露の推定（水質に係る予測環境中濃度：PEC） 

本物質の水生生物に対するばく露の推定の観点から、水質中濃度を表 2.7 のように整理した。

水質について安全側の評価値として予測環境中濃度（PEC）を設定すると、公共用水域の淡水域

では 1.8 µg/L 程度、同海水域では 0.17 µg/L 未満程度となった。なお、限られた地域を調査対象と

した環境調査により、公共用水域淡水で最大 3 µg/L の報告がある。 
化管法に基づく届出排出量を用いて推定した河川中濃度は、最大で 220 μg/L となった（2.(4)参

照）。なお、平成 19 年度に実施された環境調査地点での平成 19 年度の届出排出量を用いて推定

した河川中濃度は 75 μg/L であり、実測濃度 1 μg/L 未満7)と比べ、いずれも大きな値となった。 

 
表 2.7 公共用水域濃度 

水 域 平  均 最 大 値 

淡 水 
0.17 µg/L 未満程度 (2006) 
 [限られた地域で 1 µg/L 未満の 
報告がある (2007)] 

1.8 µg/L 程度 (2006) 
 [限られた地域で 3 µg/L の報告が 
ある (2007)] 

   
海 水 0.17 µg/L 未満程度 (2006) 0.17 µg/L 未満程度 (2006) 

    注：1) （  ）内の数値は測定年度を示す 
    2)  淡水は河川河口域を含む 
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３．健康リスクの初期評価 

健康リスクの初期評価として、ヒトに対する化学物質の影響についてのリスク評価を行った。 

（1）体内動態、代謝 

本物質は、コリン含有リン脂質に次いで生体内に多いリン脂質のホスファチジルエタノールア

ミン（PE）やアミノ酸の一つであるセリンの構成成分で、PE のホスホリパーゼ D による加水分

解 1) 、セリンの脱炭酸 2) によって生じ、定常的に生体内に存在する 1, 2) 。定常的な尿中排泄は男

子学生 8 名で 0.16 mg/kg/day（0.071～0.29 mg/kg/day）、女子学生 11 名で 0.49 mg/kg/day（0.29～0.93 
mg/kg/day）、雄ラット 12匹で 1.46 mg/kg/day（1.21～1.89 mg/kg/day）、雌ラット 11匹で 1.26 mg/kg/day
（0.81～1.62 mg/kg/day）、ウサギ 2 匹で 0.80～1.01 mg/kg/day、ネコ 2 匹で 0.44～0.47 mg/kg/day で

あった 3) 。 
14C でラベルした本物質 0.52 µmol をラットに腹腔内投与したところ、8 時間で投与量の 11.5％

が 14CO2 として排泄されたが、排泄のピークは 1～2 時間後にあった。8 時間後には放射活性の

49.2％が肝臓に、4.88％が脾臓、腎臓、心臓、脳及び横隔膜に分布し、体内放射活性の約 85％は

脂肪分画にあった 4) 。1,2-位を 14C でラベルした本物質を腹腔内投与したところ、肝臓総脂質中の

放射活性は 1 時間後に PE 分画に 84％、ホスファチジルコリン分画に 16％、6 時間後にはそれぞ

れ 58.5、41.5％であったが、遊離のコリンに放射活性はなかった 5) 。 
1,2-位を 14C でラベルした本物質をラットに腹腔内投与したところ、24 時間で放射活性の 9.2％

が CO2 として呼気に、2.8％が尿中に排泄され、4 時間後の肝ホモジネートで 8％が PE、2％がホ

スファチジルコリン、0.5％がセリンに検出された 6) 。14C でラベルした本物質をヌードマウスに

腹腔内投与又は皮膚に塗布したところ、共に 24 時間で投与した放射活性の 18～19％が CO2とし

て排泄されたが、腹腔内投与では投与の 5 分後に 0.11％の放射活性が呼気中に現れたのに対し、

皮膚塗布での検出は 30 分後からであった。皮膚塗布マウスでは、24 時間後に放射活性の 25.8％
が肝臓に分布し、適用部位、腎臓、肺、脳、心臓で 12.1、2.24、0.63、0.25、0.13％、尿中で 5.2％、

糞中で 0.98％の放射活性が検出された。また、皮膚塗布マウスでは、肝臓の放射活性の 44～47％
がグリシン、18～22％がセリン、8～10％がグルタミン酸、1.9～2.7％がアラニン、1.1～1.4％がア

スパラギン酸、14～15％がプロリンにみられた。尿中では、放射活性の 10％が未変化体、20％が

グリシン、6.5％がセリン、40％が尿素、4.1％が尿酸、4.2％がコリン、12％が未同定物質にみら

れた 7) 。 
ラット、マウス、ウサギ及びヒトの皮膚（1.77 cm2）を用いて、14C でラベルした本物質（4 mg/cm2）

の透過試験を行ったところ、6 時間で 6.0％（ラット）、16.9％（マウス）、8.7％（ウサギ）、0.61％
（ヒト）が皮膚を透過した。また、同量を水で希釈（22％）して実施した結果、ラット、ウサギ

及びヒトの皮膚では 1.1～1.8％の透過に止まったが、マウスでは 24.8％と高い透過を示した 8) 。 
ラットに 33.3、333、530 mg/kg を単回経口投与したところ、3 日間でそれぞれ投与量の 6.3、36.7、

47.8％の未変化体が尿中から回収されたが、そのほとんどは 1 日目の尿中にあり 3) 、代謝能を上

回った本物質は速やかに尿中に排泄されることが示された。 
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（2）一般毒性及び生殖・発生毒性 

① 急性毒性 9)  

表 3.1 急性毒性 

動物種 経路 致死量、中毒量等 
ラット 経口 LD50 1,720 mg/kg 
マウス 経口 LD50   700 mg/kg 

モルモット 経口 LD50   620 mg/kg 
ウサギ 経口 LD50 1,000 mg/kg 
マウス 吸入 LC   > 2,420 mg/m3 (2hr) 
ネコ 吸入 LC   > 2,420 mg/m3 (2hr) 

ウサギ 経皮 LD50    1 mL/kg 
注：（ ）内の時間はばく露時間を示す 

 

本物質は皮膚、眼に対して腐食性を示し、経口摂取でも腐食性がみられる。吸入では咳、頭痛、

息切れ、咽頭痛、経口摂取では腹痛、灼熱感、ショック/虚脱を生じ、皮膚や眼に付くと発赤、痛

み、熱傷を生じる。中枢神経系に影響を与え、意識が低下することがある 10) 。 
 

② 中・長期毒性  

ア）雄ラット（系統不明）10 匹を 1 群とし、0、0.01、0.1、1％の濃度で 32 日間混餌投与した

結果、0.01、0.1％群で肝臓重量の有意な増加がみられたが、1％群の肝臓重量は対照群と同程

度であった。0.01％以上の群で投与に関連した臓器組織の変化はなく、1％群で実施した血液

成分の検査でも異常はなかった。この結果から、ラットは 1％濃度の混餌投与（約 770 
mg/kg/day）では問題なく耐えられると報告されている 11) 。 

イ）ラット（雌雄等不明）10 匹を 1 群とし、160～2,670 mg/kg/day（対照群の有無不明）を 90
日間混餌投与した結果、640 mg/kg/day 以上の群で肝臓又は腎臓重量の増加、1,280 mg/kg/day
以上の群で生存率低下、肝臓、腎臓、脾臓又は睾丸の組織変性がみられたが、320 mg/kg/day
以下の群に影響はなかったと報告されている 12) が、毒性用量設定のためのデータリストの中

の一つとして報告されており、詳細は不明である。 
ウ）ビ－グル犬雌雄各 6 匹を 1 群とし、本物質を 22.42％含む毛染剤 0、19.5、97.5 mg/kg/day を

2 年間混餌投与した結果、19.5 mg/kg/day 以上の群の尿が毛染剤を尿中に添加した時の色と同

様のものであった以外には、一般状態や体重、血液、尿、臓器の重量及び組織の各検査で投

与に関連した影響はなかった 13) 。 
エ）CFW ラット雌雄各 20 匹を 1 群とし、0、12 mg/m3を連続 40 日間、CFW ラット雌 45 匹を 1

群とし、0、29 mg/m3を連続 90 日間又は 0、162 mg/m3を連続 30 日間、いずれも 24 時間/日で

吸入させた結果、12 mg/m3群で被毛の変色、脱毛及び嗜眠、29 mg/m3群で嗜眠、体重増加の

抑制、皮膚の落屑、表皮の肥厚及び脱毛、162 mg/m3群で 83％が死亡し、嗜眠、大腸の膨満、

肝細胞の脂肪変性及び腫脹、尿細管上皮の腫脹、肺の軽微な炎症、肢及び口吻の瘡蓋と筋肉

層におよぶ壊死がみられた 14) 。この結果から、LOAEL は 12 mg/m3 であった。 
オ）Hartley モルモットの雄 30 匹を 1 群とし、0、37 mg/m3を連続 90 日間、22 匹を 1 群とし、0、

184 mg/m3 を連続 24 日間、いずれも 24 時間/日で吸入させた結果、37 mg/m3群で嗜眠、体重

増加の抑制、皮膚の落屑、表皮の肥厚、184 mg/m3 群で 75％が死亡し、嗜眠、頻呼吸、耳及
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び口吻の瘡蓋と筋肉層におよぶ壊死がみられた 14) 。この結果から、LOAEL は 37 mg/m3であ

った。 
カ）ビーグル犬雄 3 匹を 1 群とし、0、15 mg/m3を連続 60 日間、0、29、64 mg/m3を連続 90 日

間、0、250 mg/m3を連続 30 日間、いずれも 24 時間/日で吸入させた結果、15 mg/m3群で敏捷

性及び活動性、体重が軽度に低下し、被毛の汚れ、床と接触する陰嚢部で小さな瘡蓋がみら

れた。29 mg/m3群では一時的な嗜眠及び活動低下、被毛の汚れがみられたが、体重の有意な

変化はなかった。64 mg/m3群で感覚鈍麻、嗜眠、後肢で軽度の振戦、胸及び陰嚢部に潰瘍を

認めた。250 mg/m3群では 25 日目に 1 匹が死亡し、感覚鈍麻、嗜眠、食欲不振、湿性ラ音、

発熱、振戦などがみられ、眼、鼻、胸、陰嚢、肢の裏、耳に潰瘍、肺の鬱血及び出血巣、膵

臓の縮小、肝中心静脈の鬱血、肝細胞の空胞化、脾臓リンパ球の減少、尿細管の腫脹、小腸

壁の菲薄化、白血球数の増加、A/G 比の低下などを認めた 14) 。この結果から、LOAEL は 15 
mg/m3であった。 

キ）ラット（系統等不明）に 200～400 mg/m3 を 6 ヶ月間（5 時間/日）吸入させた結果、体重の

減少、血液・臨床化学成分の変化、尿量や尿中のタンパク質の増加を認め、肝臓及び腎臓が

標的器官であるとした報告 15) があるが、詳細は不明である。 
 

③ 生殖・発生毒性 

ア）Sprague-Dawley ラット雄 10 匹、雌 20 匹を 1 群とし、雄に本物質を 22.42％含む毛染剤 0、
86、351 mg/kg/day を交尾前 8 週から交尾期間を通して混餌投与、雌には本物質無添加の餌を

交尾前 8 週から交尾、妊娠、授乳期間を通して投与し、雌の半数は妊娠 13 日に屠殺、残りの

半数は通常に出産させた結果、いずれの群の親、胎仔及び仔にも投与に関連した生殖・発生

毒性はみられなかった。また、雌雄の関係を入れ替え、雌に 0、124、554 mg/kg/day を混餌投

与して同様に実施した試験でも、影響はみられなかった 13) 。 
イ）CFE-S ラット雌 20 匹を 1 群とし、雄に本物質を 22.42％含む毛染剤を 0、0.195、0.78％の

濃度で添加して妊娠 6 日から 15 日まで、同様に、ニュージーランド白ウサギ雌 12 匹を 1 群

とし、0、19.5、97.5 mg/kg/day を妊娠 6 日から 18 日まで混餌投与した結果、両種の親及び胎

仔に影響はみられなかった 13) 。 
ウ）Wistar ラット雌 40 匹を 1 群とし、0、40、120、450 mg/kg/day を妊娠 6 日から 15 日まで強

制経口投与し、25 匹を妊娠 20 日に屠殺し、残り 15 匹は通常に出産させた結果、450 mg/kg/day
群の母ラットで体重増加の有意な抑制を認めたが、いずれの群の胎仔及び仔にも投与に関連

した影響はみられなかった。この結果から、NOEL は母ラットで 120 mg/kg/day、胎仔及び仔

で 450 mg/kg/day であり、母ラットに影響がみられる用量でさえ発生に対する影響の可能性は

低いとされている 16) 。 
エ）Long-Evans ラット雌 10 匹を 1 群とし、0、50、300、500 mg/kg/day を妊娠 6 日から 15 日ま

で強制経口投与した結果、500 mg/kg/day 群の母ラットでは投与後 1 時間以内に興奮、過活動

がみられ、その後、嗜眠を示して 8 時間後には正常に戻った。胎仔では 50 mg/kg/day 以上の

群で低体重、吸収胚又は胎仔死亡、奇形の発生率には有意な用量依存性があり、50 mg/kg/day
以上の群で低体重、胸骨の変異、300 mg/kg/day 以上の群で肋骨の変異、500 mg/kg/day 群で吸

収胚又は胎仔死亡、50、300 mg/kg/day 群で水腎症/水尿管症の発生率が有意であったとした報

告 17) がある。しかし、GLP のもとで実施した上記ウ）の結果との間にラットの系統差だけ
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では説明できない大きな差があることから、その原因として、本報告が安全性評価を意図し

た実験計画でないこと、1 群の動物数が少ないこと、奇形分類が一般的でないこと、通常の

発達段階の腎臓所見も異常としていることなどが指摘されている 16, 18) 。 
オ）CD-1 マウス雌 50 匹を 1 群とし、0、850 mg/kg/day を妊娠 6 日から 15 日まで強制経口投与

して出産させた結果、850 mg/kg/day 群の母マウスでは 16％が死亡し、活動低下、円背姿勢、

努力性呼吸又は頻呼吸、喘鳴、稀に振戦、立毛、腟からの血性分泌物などがみられ、出産 3
日後の体重は有意に低かった。また、850 mg/kg/day 群で出産率の有意な低下を認めたが、一

腹の仔数、仔の生存率、出生時体重及び体重増加に影響はなかった 19) 。この結果から、LOAEL
は 850 mg/kg/day であった。 

カ）Hartley モルモット雄 22 匹を 1 群とし、0、184 mg/m3を連続 24 日間（24 時間/日）吸入さ

せた結果、184 mg/m3群で精子形成阻害を認めたが、37 mg/m3を連続 90 日間（24 時間/日）吸

入させた実験ではみられなかった 14) 。 
キ）ビーグル犬雄 3 匹を 1 群とし、0、250 mg/m3を連続 30 日間（24 時間/日）吸入させた結果、

250 mg/m3群で精子形成阻害を認めたが、64 mg/m3を連続 90 日間（24 時間/日）吸入させた実

験ではみられなかった 14) 。 

 

④ ヒトへの影響 

ア）ボランティア 12 人を対象とした臭気試験では、被検者の半数が臭いを感知する濃度は 2.6 
ppm（95％信頼区間 2～3.3 ppm）で、アンモニア様、カビ臭あるいは異臭と表現する者もあ

ったが、臭いの特徴を示すことのできない者もあった。また、被検者は嗅覚よりもむしろそ

れ以外の感覚によって本物質の蒸気に気付く傾向にあり、誰もが言葉で表現できる臭いは約

25 ppm であった 14) 。 
イ）チェコの換気設備のない地下倉庫で、手動ポンプによる本物質（100 L）の汲み出し作業中

に手袋を濡らした男性労働者では、夕方に眼と指に焼けるような痛みを覚え、翌朝には酒を

飲み過ぎた時のような二日酔い状態となった。翌日は倉庫内でアスファルト塗料を容器に塗

る作業に 6 時間従事したところ、夜になって気分が悪化して頭痛、眼の痛みが現れ、激しく

嘔吐して鼻血もみられた。その日の内に入院したところ、急性肝障害と診断され、その後、

慢性肝炎を発症した。なお、一緒に塗装作業に従事していた女性労働者 1 人も夜に嘔吐など

がみられて受診したが、翌日には回復したと報告されている 20) 。 
ウ）本物質を合成ガスの洗浄に用いていた化学工場で、本物質の回収装置からの飛沫が右眼に

入った作業員では、2～3 分後に眼を洗浄し、約 15 分後に社内診療所で治療を受けたが、眼

痛、流涙、異物感著明で、右眼瞼は中等度に発赤、腫脹、開瞼困難、瞼結膜の充血も著しく、

球結膜の腫脹、角膜混濁もみられた。眼痛、充血などは 2～3 日で消え、角膜混濁は約 1 ヵ月

後に消失し、視力も回復した 2) 。 
エ）米国の小規模な工場で 2 ヶ月の間に本物質の漏洩事故が 2 回発生し、1 回目の事故時に 21

人、2 回目には 15 人の労働者が救急治療を受けたが、いずれの事故時も診察結果に異常はな

かった。主な訴えは頭痛、吐き気、脱力感、眩暈、上腕のしびれ、胸の痛みであったが、1
回目の事故時に比べて 2 回目には頭痛、吐き気が半減し、眩暈、痺れが倍増しており、過換

気を示唆する所見もあったことを考慮すると集団ヒステリーの要素があったと考えられ、本
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物質は軽度の急性ばく露でも非特異的症状を引き起こすと結論された。なお、事故時の気中

濃度はともに未検出であったが、2 回目の事故の 2 ヶ月後にも 2 人が咽頭痛、頭痛を訴えて

いた 21) 。 
オ）金属腐食防止剤としての本物質に 1 mg/m3 以上の濃度でばく露されたロシアの労働者で、

上気道の炎症、慢性気管支炎及び慢性肝炎がみられ、労働者の 6～12％で皮膚炎やアレルギ

ー皮膚炎もあったとした報告 22) があるが、詳細は報告されていない。 
カ）本物質を含む整髪料を個人的に、あるいは職業的に使用して喘息発作の現れた 14 人では、

2 人に鼻炎、1 人に結膜炎も現れたが、全員に接触皮膚炎や花粉症、アレルギ―性鼻炎などの

アレルギー疾患の既往症があった。本物質を 1/10～1/100,000 に希釈して噴霧した吸入テスト

で 14 人全員に陽性反応がみられ、1/100 溶液を用いて 13 人に実施した皮内テストでも全員に

陽性反応がみられた。しかし、同時に実施した整髪料に含まれるエチレンジアミン、アンモ

ニアチオグリコレートの試験でも多くが陽性の結果であった。なお、化学物質との接触でア

レルギー反応の発現がない喘息患者 10 人、喘息もアトピー性疾患もない 8 人ではいずれの試

験も陰性であった 23) 。 
キ）旋盤などを取り扱う金属加工に従事する労働者で、皮膚炎の発症や悪化、休日や職場を替

わった後の症状改善が報告されており、パッチテストの結果等から、切削油に含まれる本物

質による感作、あるいは切削油に含まれるトリエタノールアミン等の他の物質との交差感作

が原因として考えられている 24, 25, 26) 。 
 

（3）発がん性 

①主要な機関による発がんの可能性の分類 

国際的に主要な機関での評価に基づく本物質の発がんの可能性の分類については、表 3.2 に示

すとおりである。 
 

表 3.2 主要な機関による発がんの可能性の分類 

機 関（年） 分  類 
WHO IARC －  

EU EU －  

EPA －  

ACGIH －  USA 
NTP －  

日本 日本産業衛生学会 －  

ドイツ DFG －  
 
 

② 発がん性の知見 

○ 遺伝子傷害性に関する知見 

in vitro 試験系では、ネズミチフス菌 27, 28, 29) 、大腸菌 28)で遺伝子突然変異、酵母 28)で遺伝

子変換を誘発しなかった。また、ラット肝細胞（RL4）で染色体異常 28) 、ハムスターの胚細
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胞で細胞形質転換 30, 31) 、ヒトリンパ球で姉妹染色分体交換 29) を誘発しなかったが、ヒトリ

ンパ球では染色体異常の弱い誘発がみられた 29) 。 
in vivo 試験系では、経口投与されたマウスの骨髄細胞で小核の誘発はみられなかった 32) 。 

 

○ 実験動物に関する発がん性の知見 

S 系統の雄マウス 20 匹を 1 群とし、9,10-ジメチル-1,2-ベンゾアントラセン（DMBA）0.15％
アセトン溶液 0、0.2ｍL をマウスの背部全体に 1 回塗布した 3 週間後から、本物質のオレイ

ン酸塩 1.6％水溶液 0.1 mL を背部 4 ヶ所（肩甲骨及び臀部の左右）のうちの 1 ヶ所に毎週 1
回、24 週間皮内投与（各所で計 6 回投与）し、その後 18 週間観察した結果、すべてのマウ

スで真皮内に硬化した結節が生じ、表皮では一過性の潰瘍と過形成もみられた。DMBA 処置

群では 33 週目に生存していた 18 匹中 6 匹で投与部位やその近くに腫瘍がみられ、扁平上皮

腫が 30 週目の 1 匹の投与部位に、多巣性基底細胞腫が 42～46 週目の 1 匹の投与部位と頸部

にそれぞれ発生した。本物質のみの投与群でも最終投与の 1 週間後に 1 匹の投与部位に腫瘍

が現れた。また、同系統のマウス 60 匹の背部に 0.15％の DMBA アセトン溶液 0.3 mL を 1 回

塗布した以前の実験では、40 週間後も塗布部位に腫瘍の発生はなかった。これらのことから、

本物質の投与は有意な発がん作用を示さなかったが、腫瘍発生における中程度のプロモータ

ー作用を有すると結論された 33) 。なお、皮下投与による発がん試験では、繰り返し注射針を

刺したことによる刺激も発がんプロモーター作用として無視できないと指摘されている 34) 。 

 

○ ヒトに関する発がん性の知見 

ヒトでの発がん性に関して、知見は得られなかった。 

 

（4）健康リスクの評価 

① 評価に用いる指標の設定 

非発がん影響については一般毒性及び生殖・発生毒性等に関する知見が得られているが、発

がん性については十分な知見が得られず、ヒトに対する発がん性の有無については判断できな

い。このため、閾値の存在を前提とする有害性について、非発がん影響に関する知見に基づき

無毒性量等を設定することとする。 
経口ばく露については、無毒性量等の設定はできなかった。 
吸入ばく露については、中・長期毒性エ）のラットの試験から得られた LOAEL 12 mg/m3（脱

毛及び嗜眠）を LOAEL であることから 10 で除し、さらに試験期間が短かったことから 10 で

除した 0.12 mg/m3が信頼性のある最も低濃度の知見であると判断し、これを無毒性量等として

設定する。 
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詳細な評価を行う
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

MOE＝10 MOE＝100［ 判定基準 ］

② 健康リスクの初期評価結果 
 

表 3.3 経口ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露量 予測最大ばく露量 無毒性量等 MOE 

飲料水 － － － 
経口 公共用水

域・淡水 0.0068 µg/kg/day 未満程度 0.072 µg/kg/day 程度 
－ － 

－ 
 

経口ばく露については、無毒性量等が設定できず、健康リスクの判定はできなかった。 
なお、中・長期毒性イ）のラットの試験では 320 mg/kg/day 以下の群で、中・長期毒性ウ）の

イヌの試験では本物質を 22.42％含む毛染剤 97.5 mg/kg/day 以下の群で影響はなかったと報告さ

れており、これらを NOAEL と仮定して無毒性量等を求めるとラットの試験では試験期間が短

かったことから 10 で除して 32 mg/kg/day、イヌの試験では本物質に換算して 22 mg/kg/day とな

る。参考としてそれらの値と公共用水域・淡水を摂取すると仮定した場合の予測最大ばく露量

0.072 µg/kg/day 程度から、動物実験の知見であるために 10 で除して算出した MOE（Margin of 
Exposure）はそれぞれ 44,000、31,000 となる。一方、生殖・発生毒性エ）のラットの試験では

他の報告ではみられない低用量（50 mg/kg/day）でも胎仔に影響を認めたと報告されているが、

これから LOAEL を 50 mg/kg/day と仮定し、LOAEL であるために 10 で除した 5 mg/kg/day から

MOE を算出しても 6,900 となる。また、参考として局所地域の公共用水域・淡水の値として報

告のあった最大値 0.12 µg/kg/day を用いると MOE は 27,000、18,000、4,200 となり、化管法に基

づく平成 20 年度の公共用水域・淡水への届出排出量をもとに推定した高排出事業所の排出先河

川中濃度から算出した最大ばく露量は 8.8 µg/kg/day であったが、それから MOE を算出すると

360、250、57 となる。環境媒体から食物経由で摂取されるばく露量については少ないと推定さ

れることから、そのばく露量を加えても MOE が大きく変化することはないと考えられる。この

ため、本物質の経口ばく露による健康リスクの評価に向けて経口ばく露の情報収集等を行う必

要性は低いと考えられる。 
 

表 3.4 吸入ばく露による健康リスク（MOE の算定） 

ばく露経路・媒体 平均ばく露濃度 予測最大ばく露濃度 無毒性量等 MOE 

環境大気 － － － 
吸入 

室内空気 － － 
0.12 mg/m3 ラット 

－ 
 
吸入ばく露については、ばく露濃度が把握されていないため、健康リスクの判定はできなか

った。 
なお、参考として一般環境大気中の最大値として過去に報告（1994 年）のあった 0.063 µg/m3

程度と無毒性量等 0.12 mg/m3から、動物実験結果より設定された知見であるために 10 で除して

算出した MOE は 190 となる。一方、化管法に基づく平成 20 年度の大気への届出排出量をもと

に推定した高排出事業所近傍の大気中濃度（年平均値）の最大値は 3.9 µg/m3であったが、これ

から算出した MOE は 3.1 となる。このため、本物質の一般環境大気の吸入ばく露による健康リ

スクの評価に向けて吸入ばく露の情報収集等を行う必要があると考えられる。 
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４．生態リスクの初期評価 

水生生物の生態リスクに関する初期評価を行った。 

（1）水生生物に対する毒性値の概要 

本物質の水生生物に対する毒性値に関する知見を収集し、その信頼性及び採用可能性を確認し

たものを生物群（藻類、甲殻類、魚類及びその他）ごとに整理すると表 4.1 のとおりとなった。 

 
表 4.1 水生生物に対する毒性値の概要 

生物群 急 

性 
慢 
性 

毒性値 
[µg/L] 生物名 生物分類 エンドポイント

／影響内容

ばく露 
期間[日] 

試験の 
信頼性 

採用の

可能性
文献 No.

藻 類  ○ 1,000 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 NOEC   

GRO(RATE) 3 A A 3)*1 

  ○  2,510 Pseudokirchneriella 
subcapitata 緑藻類 EC50   

GRO(RATE) 3 A A 3)*1 

 ○  80,000 Isochrysis galbana 黄色鞭毛藻類 EC50   GRO 4 C C 1)-17223

甲殻類  ○ 850 Daphnia magna オオミジンコ NOEC  REP 21 B*2 B*2 2)-1 

 ○  43,000 Artemia franciscana アルテミア属 EC50   IMM 1 B B 4)-2010111

  ○  97,260 Daphnia magna オオミジンコ EC50   IMM 2 B*3 A 2)-1 

魚 類  ○ 1,240 Oryzias latipes メダカ（胚） NOEC  GRO 41 A A 2)-2 

   ○ 1,770 Salvelinus fontinalis カワマス（成体） NOEC  REP 100 D C 4)-2006077

   >100,000 Oryzias latipes メダカ LC50   MOR 14 C C 2)-1 

 ○  >100,000 Oryzias latipes メダカ LC50   MOR 4 A A 2)-1 

  ○  150,000 Oncorhynchus 
mykiss ニジマス LC50   MOR 4 B A 1)-666 

  ○  170,000 Carassius auratus キンギョ LC50   MOR 4 
(pH10.1) B C 1)-623 

  ○  >300,000 Lepomis 
macrochirus ブルーギル LC50   MOR 4 B B 1)-666 

  ○  2,070,000 Pimephales promelas ファットヘッドミノ

ー 
LC50   MOR 4 A A 1)-3217

その他 ○  18,170 Mytilus 
galloprovincialis イガイ属（胚） EC50   DVP 2 B B 4)-2010111

 ○  27,570 Crassostrea gigas マガキ（胚） EC50   DVP 1 B B 4)-2010111

 ○  220,000 Xenopus laevis アフリカツメガエル LC50   MOR 2 B B 1)-12152

毒性値（太字）：PNEC 導出の際に参照した知見として本文で言及したもの 
毒性値（太字下線）： PNEC 導出の根拠として採用されたもの 
試験の信頼性：本初期評価における信頼性ランク 

A：試験は信頼できる、B：試験は条件付きで信頼できる、C：試験の信頼性は低い、D：信頼性の判定不可 
E：信頼性は低くないと考えられるが、原著にあたって確認したものではない 

採用の可能性：PNEC 導出への採用の可能性ランク 
A：毒性値は採用できる、B：毒性値は条件付きで採用できる、C：毒性値は採用できない 

エンドポイント 
EC50 (Median Effective Concentration) : 半数影響濃度、LC50 (Median Lethal Concentration) : 半数致死濃度、 
NOEC (No Observed Effect Concentration) : 無影響濃度 

影響内容 
DVP (Development) : 発生、GRO (Growth) : 生長（植物）、成長（動物）、IMM (Immobilization) : 遊泳阻害、 
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MOR (Mortality) : 死亡、REP (Reproduction) : 繁殖、再生産 

（ ）内：毒性値の算出方法 
RATE：生長速度より求める方法（速度法） 
 

*1 文献 2)をもとに、試験時の設定濃度を用いて、速度法により 0-72 時間の毒性値を再計算したものを掲載 
*2 予備試験と本試験における再現性に難があり、試験の信頼性を「B」とした 
*3 対照区の親の初産日や試験終了時の平均産仔数等が、若干通常と乖離していたため、試験の信頼性を「B」とした 
 

評価の結果、採用可能とされた知見のうち、生物群ごとに急性毒性値及び慢性毒性値のそれぞ

れについて最も小さい毒性値を予測無影響濃度(PNEC)導出のために採用した。その知見の概要は

以下のとおりである。 
 

1）藻類 

環境庁 2)-1は、OECD テストガイドライン No. 201(1984)に準拠して、緑藻類 Pseudokirchneriella 
subcapitata（旧名 Selenastrum capricornutum）を用いた生長阻害試験を GLP 試験として実施した。

試験には密閉容器が用いられ、設定試験濃度は 0（対照区）、0.32、1.00、3.20、10.00、32.00、100.00mg/L
（公比 3.2）であった。被験物質の実測濃度は、試験終了時においても設定濃度の 84.4～109.0％
を維持しており、毒性値の算出には設定濃度が用いられた。速度法による 72 時間半数影響濃度

(EC50)は 2,510µg/L、72 時間無影響濃度(NOEC) は 1,000µg/L であった 3)。 

 
2）甲殻類 

Libralato ら 4)-2010111 はイタリア環境保護・技術サービス庁(APAT)の試験方法(2003)に準拠し、ア

ルテミア属 Artemia franciscana の急性遊泳阻害試験を実施した。試験は止水式で行われ、設定試験

濃度区は対照区及び 6 濃度区（等比級数的希釈）であった。試験用水には人工海水（塩分 35）が

用いられた。24 時間半数影響濃度(EC50)は、設定濃度に基づき 43,000µg/L であった。 
また環境庁 2)-1は OECD テストガイドライン No. 202(1984)に準拠し、オオミジンコ Daphnia magna

の繁殖試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式（週 3 回換水）で行われた。設定試験濃

度は 0（対照区）、1.00、3.00、9.00、25.00、75.00mg/L（公比 3.0）であり、試験用水には脱塩素水

道水（硬度 21.2mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質の実測濃度は、換水前に設定濃度の

36.0～93.9％であったため、毒性値の算出には実測濃度（時間加重平均）が用いられ、繁殖阻害（産

仔数）に関する 21 日間無影響濃度(NOEC)は 850µg/L であった。対照区の親の初産日が早く、試

験終了時の平均産仔数が少ないため、試験の信頼性、採用の可能性とも「B」とした。 

 
3）魚類 

環境庁 2)-1は OECD テストガイドライン No. 203(1992)に準拠し、メダカ Oryzias latipes の急性毒

性試験を GLP 試験として実施した。試験は半止水式(24 時間毎換水)で行われ、設定試験濃度は 0
（対照区）、6.25、12.50、25.00、50.00、100.00mg/L（公比 2.0）であった。試験用水には脱塩素水

道水（硬度 21.2mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質の実測濃度は、24 時間後の換水前に

おいても、設定濃度の 81.8～98.7％を維持しており、毒性値の算出には設定濃度が用いられた。

最高濃度区においても死亡は確認されず、96 時間半数致死濃度(LC50)は 100,000µg/L 超とされた。 
また、環境省 2)-2は OECD テストガイドライン No. 210(1992)に準拠し、メダカ Oryzias latipes の

胚を用いて、魚類初期生活段階毒性試験を GLP 試験として実施した。試験は流水式（約 19 回換

水／日）で行われ、設定試験濃度は 0（対照区）、0.20、0.53、1.4、3.8、10mg/L（公比 2.7）であ
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った。試験用水には脱塩素水（硬度 47mg/L、CaCO3換算）が用いられた。被験物質濃度は、試験

開始時を含め、6～7 日毎に 7 回実測され、試験期間を通して設定濃度の 83～110％であった。毒

性値の算出には実測濃度（7 回の算術平均）が用いられ、成長阻害（体重または体長）に関する

41 日間無影響濃度(NOEC)は、設定濃度に基づき 1,240µg/L であった。 

 
4）その他 

Libralato ら 4)-2010111は、米国 ASTM の試験方法(E724-1998, 2004)を一部改変した前報(2008)の方法

に従って、イガイ属 Mytilus galloprovincialis の胚を用いた発生阻害試験を実施した。試験は止水式

で行われ、設定試験濃度区は対照区及び 5 濃度区以上（等比級数的希釈）であった。発生阻害に

関する 48 時間半数影響濃度(EC50)は、設定濃度に基づき 18,170µg/L であった。 
 

（2）予測無影響濃度(PNEC)の設定 

急性毒性及び慢性毒性のそれぞれについて、上記本文で示した毒性値に情報量に応じたアセス

メント係数を適用し予測無影響濃度(PNEC)を求めた。 
 
急性毒性値 
藻類  Pseudokirchneriella subcapitata  生長阻害；72 時間 EC50 2,510µg/L 
甲殻類  Artemia franciscana  遊泳阻害；24 時間 EC50 43,000µg/L 
魚類  Oryzias latipes   96 時間 LC50  100,000µg/L 超  
その他  Mytilus galloprovincialis 発生阻害；48 時間 EC50 18,170µg/L 
アセスメント係数：100［3 生物群（藻類、甲殻類、魚類）及びその他の生物について信頼でき

る知見が得られたため］ 
これらの毒性値のうち、その他の生物を除いた最も小さい値（藻類の 2,510 µg/L）をアセスメン

ト係数 100 で除することにより、急性毒性値に基づく PNEC 値 25 µg/L が得られた。 
 
 
慢性毒性値 
藻類 Pseudokirchneriella subcapitata 生長阻害；72 時間 NOEC  1,000µg/L 
甲殻類 Daphnia magna  繁殖阻害；21 日間 NOEC  850µg/L 
魚類 Oryzias latipes 成長阻害；41 日間 NOEC  1,240µg/L 
アセスメント係数：10［3 生物群（藻類、甲殻類及び魚類）について信頼できる知見が得られ

 たため］ 
これらの毒性値のうち、最も小さい値（甲殻類の 850 µg/L）をアセスメント係数 10 で除するこ

とにより、慢性毒性値に基づく PNEC 値 85 µg/L が得られた。 
 

本物質の PNEC としては藻類の急性毒性値から得られた 25 µg/L を採用する。 
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（3）生態リスクの初期評価結果 

 

表 4.2 生態リスクの初期評価結果 

水 質 平均濃度 最大濃度(PEC) PNEC 
PEC/ 

PNEC 比

公共用水域・淡水 

0.17µg/L未満程度 (2006)  
[限られた地域で1µg/L未満

の報告がある(2007)] 

1.8µg/L程度 (2006)  
[限られた地域で3µg/Lの報

告がある (2007)] 
0.07 

公共用水域・海水 0.17µg/L未満程度 (2006) 0.17µg/L未満程度 (2006) 

25 

µg/L 
< 0.007 

注：1) 水質中濃度の（  ）内の数値は測定年度を示す  

   2) 公共用水域･淡水は､河川河口域を含む 
 

 
 
本物質の公共用水域における濃度は、平均濃度でみると淡水域、海水域ともに 0.17µg/L 未満程

度であり、検出下限値未満であった。安全側の評価値として設定された予測環境中濃度(PEC)は、

淡水域では 1.8µg/L 程度、海水域では 0.17µg/L 未満程度であった。 
予測環境中濃度(PEC)と予測無影響濃度(PNEC)の比は、淡水域で 0.07、海水域では 0.007 未満と

なり、作業の必要はないと考えられるが、限られた地域を対象とした環境調査により、公共用水

域・淡水で PNEC との比が 0.1 を超える地点が複数報告されている。 
また、化管法に基づく届出排出量を用いて推定した河川中濃度によると、これら限られた地域

の環境調査よりも高濃度の地点が存在する可能性も考えられる。 
したがって、本物質については情報収集に努める必要があり、PRTR データを踏まえ、環境中濃

度を充実させる必要があると考えられる。 

 

詳細な評価を行う 
候補と考えられる。

現時点では作業は必要
ないと考えられる。

情報収集に努める必要
があると考えられる。

PEC/PNEC＝0.1 PEC/PNEC＝1［ 判定基準 ］
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